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○坂井市有料広告掲載に関する要綱 

平成２１年１１月１８日 

告示第１９７号 

改正 平成２３年３月３１日告示第６８号 

令和２年１月１６日告示第１０号 

坂井市有料広告掲載に関する要綱（平成１９年坂井市告示第４８号）の全部を改正す

る。 

（目的） 

第１条 この告示は、坂井市（以下「市」という。）が保有する資産（市の発行する印

刷物及び市のホームページ等を含む。以下「市資産」という。）を広告媒体として有

効活用し、民間事業者等の広告を掲載する事業を実施することにより、民間事業者等

の事業活動を促進し、地域経済の活性化を図るとともに、市の新たな財源を確保する

ことを目的とする。 

（用語の定義） 

第２条 この告示において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところ

による。 

（１） 広告媒体 次に規定する市資産のうち広告掲載が可能なものをいう。 

ア 広報さかい 

イ 市ホームページ 

ウ 各種封筒 

エ 市有施設 

オ その他広告媒体として活用できる資産で市長が定めるもの 

（２） 広告掲載 広告媒体に民間事業者等の広告を掲載することをいう。 

（３） 広告事業 市資産を広告媒体の用に供し、これに伴う広告料を徴収すること

をいう。 

（４） ネーミングライツ事業 第１号エの広告媒体に民間事業者等が特定の名称を

付与し、広告料を徴収することをいう。 

（広告事業の範囲） 

第３条 広告事業の実施に当たっては、広告媒体が有する市資産としての本来の目的に

支障を生じさせないようにするとともに、当該広告事業の公共性に鑑み、社会的な信

頼性及び公平性を損なうことのないよう十分配慮するものとする。 

２ 広告媒体に掲載できる広告に関する基準は、別に定める。 

（広告媒体の種類等） 

第４条 広告媒体の種類、規格、掲載位置及び掲載料等については、広告媒体ごとに別

に定める。 

（広告掲載の募集） 

第５条 広告掲載を希望するもの（以下「広告掲載希望者」という。）の募集は広報さ

かい等により公募するものとする。 

（広告掲載の申込み） 
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第６条 広告掲載希望者は、広告掲載申込書（様式第１号）に、次に掲げる書類を添付

して、市長に提出しなければならない。 

（１） 事業概要、営業沿革等に関する書類（会社案内、パンフレット等） 

（２） 掲載を希望する広告の画像データを印刷したもの 

（３） その他市長が必要と認めるもの 

（広告掲載の決定） 

第７条 市長は、前条の規定により申込書を受理したときは、速やかに掲載の可否を決

定し、広告掲載許可決定通知書（様式第２号）又は広告掲載不許可決定通知書（様式

第３号）により広告掲載希望者に通知するものとする。 

２ 市長は、前項の規定による広告掲載許可決定通知をするに当たり、広告掲載希望者

に対して、広告掲載に関する条件を付することができる。 

３ 市長は、広告掲載の申込件数が広告の募集件数を超えるときは、次の各号に定める

優先順位により広告掲載の可否を決定するものとする。ただし、長期掲載の場合、又

は撤去不可能な広告媒体については、別に定めることができる。 

（１） 市の区域内に事業所等を有する広告掲載希望者の広告 

（２） 前号に該当しない広告掲載希望者の広告 

４ 市長は、前項の規定により掲載の可否を決定しても、なお広告掲載の申込件数が広

告の募集件数を超えるときは、抽選により広告掲載の可否を決定するものとする。 

５ 広告掲載希望者は、広告掲載許可決定通知書に記載されている期日までに、有料広

告掲載承諾書（様式第４号）を市長に提出しなければならない。 

（広告掲載料の納付） 

第８条 広告掲載が決定された広告希望者（以下「広告主」という。）は当該広告掲載

に係る有料広告掲載承諾書に定められた期日までに、市の指定した方法により、広告

掲載料を納付するものとする。ただし、市長が特別な理由があると認めたときは、こ

の限りでない。 

（広告掲載料の返還） 

第９条 広告主が既に納付した広告掲載料は還付しない。ただし、広告主の責めに帰す

ることができない事由により、広告を掲載できなかったときは、この限りでない。 

２ 市長は、前項ただし書の規定により、広告掲載料を還付するときは、広告主と協議

の上、還付する金額を決定するものとする。 

（広告掲載の中止等） 

第１０条 市長は、第７条第１項の規定に基づく広告掲載許可決定の通知後において、

次の各号のいずれかに該当するときは、当該決定を取り消すことができる。 

（１） 指定する期日までに広告掲載料を納入しなかったとき。 

（２） 指定する期日までに掲載する広告原稿の提出がないとき。 

（３） 広告主が市の信用を失墜し、業務を妨害し、又は事務を停滞させるような行

為を行ったとき。 

（４） 広告主が社会的信用を著しく損なうような不祥事をおこしたとき。 

（５） 広告主の倒産、破産等により広告掲載する必要がなくなったとき。 
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（６） 広告主が書面により、広告掲載の取下げを申し出たとき。 

（７） その他市長が特に広告掲載に支障があると認めたとき。 

（広告内容等の変更） 

第１１条 広告主は、広告掲載の申込み後及び広告掲載期間中に掲載内容等の変更を必

要とする場合は市と事前に協議するものとする。 

（広告掲載に係る経費等の負担） 

第１２条 前２条の規定による、広告掲載の内容変更、撤去等に係る経費は、広告主の

負担とする。ただし、市の業務上、やむを得ない事由が生じたときの広告撤去に係る

経費等はこの限りでない。 

（広告主等の責務） 

第１３条 掲載した広告に関する一切の責任は、広告主が負う。 

２ 広告に虚偽があることが判明した場合は、広告の掲載の中止等適切な措置をとるも

のとし、これに伴い生じる経費は広告主が負担する。 

３ 第三者から、広告掲載に関連して苦情の申立て又は損害賠償の請求等があったとき

は、広告主自らの責任で解決しなければならない。 

（広告審査会） 

第１４条 市長は、広告審査会（以下「審査会」という。）を設置し、次の事項につい

て、審査を行うこととする。 

（１） 新たな広告媒体としての適否の決定及び掲載基準の審査 

（２） 広告掲載内容及び広告主の適否の審査 

（３） その他市長が必要あると認めるもの 

２ 審査会の会長は、総務部長を、委員は、市長が指名する部長をもってあてる。 

３ 会長に事故あるとき、又は会長が欠けたときは、あらかじめ会長が指名する委員が

その職務を代理する。 

４ 審査会の会議は、会長がその議長となる。 

５ 審査会の会議は、委員の過半数が出席しなければ開くことができない。 

６ 審査会の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは、会長の決する

ところによる。 

７ 会長は、必要があると認めるときは、審査会の会議に関係者の出席を求め、その意

見又は説明を聴くことができる。 

８ 会長は、審査会を招集することができないと認めるとき又は軽易な事案については、

持ち回りにより審査させることができる。 

９ 審査会の庶務は、総務部総務課において処理する。 

（ネーミングライツ事業に関する特例） 

第１５条 この告示の規定にかかわらず、ネーミングライツ事業に関して必要な事項は、

坂井市ネーミングライツ導入に関するガイドラインに定める。 

（その他） 

第１６条 この告示に定めるもののほか、広告掲載に関し必要な事項は、市長が別に定

める。 
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附 則 

（施行期日） 

１ この告示は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この告示の施行の際現にこの告示による改正前の坂井市有料広告掲載に関する要

綱（平成１９年坂井市告示第４８号）により広告掲載の決定を受け、掲載を行ってい

る広告の取扱いについては、なお従前の例による。 

附 則（平成２３年３月３１日告示第６８号） 

この告示は、平成２３年４月１日から施行する。 

附 則（令和２年１月１６日告示第１０号） 

この告示は、令和２年１月２０日から施行する。 
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